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CMIP6 実験にもとづく  

スラブ海洋結合全球大気気候モデルを用いた気候変動の台風への影響評価 

Development of Coupled Atmospheric-SLAB Ocean Model Global  

Climate Model and Climate Change Impacts on Tropical Cyclones 

                        

岡田智晴*1，志村智也*2，Adrean WEBB*2，宮下卓也*2，森信人*2，水田亮*3 

Tomoharu OKADA, Tomoya SHIMURA, Adrean WEBB, Takuya MIYASHITA, Nobuhito MORI, Ryo MIZUTA 

 

 

In this study, the effects of global warming on tropical cyclones (TCs) were evaluated by using a slab-ocean model 

coupled with the Atmospheric Global Climate Model (MRI-AGCM). The warming conditions for the MRI-AGCM 

climate simulations were obtained from the latest climate models (CMIP6). We have conducted two types of global 

climate simulations, typical and newly proposed experiments. The former is time slice experiments and latter is the 

climate experiment fixed single month condition. Both experiments are conducted on present and future periods, to 

estimate the effects of climate change impacts on TC characteristics. The slab ocean model which considers sea 

surface cooling due to strong winds, significantly contributes to a reduction in TC intensity. Moreover, we have 

confirmed that climate change can reduce the TC frequency and enhance the TC intensity. 

 

１．はじめに 

気 候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル

(Intergovernmental Panel on Climate Change: IPCC)第

5 次評価報告書 1)は，地球の温暖化による雪氷の

減少や海面水位の上昇に加え，極端現象の変化の

可能性を報告している．実際に起きた事例として

は，2018 年台風 21 号(Jebi)による甚大な被害が記

憶に新しく，こうした熱帯低気圧（以下，台風を

含み TC と表記）の高強度化の可能性が示唆され

ている 2)． 

我が国の気候変動予測および高潮や高波といっ

た気候変動に伴う沿岸災害への影響評価研究には

気象庁気象研究所の全球大気気候モデル

(Meteorological Research Institute Atmospheric Global 

Climate Model: MRI-AGCM)による気候計算結果が

多数使用されている 3)．MRI-AGCM は大気の循環

場を高解像度に計算するため，極端現象の再現に

は強みがあるが，海洋からのフィードバックは考

慮されていないため，短期的な大気海洋相互作用

が重要な TC の再現精度向上に制限があり，影響

評価への懸念がある．そこで，大気海洋相互作用

を簡便に考慮できるスラブ海洋モデル(Oslab)を

AGCM に結合したスラブ海洋結合全球大気気候

モデル 4)(AGCM-Oslab)による気候予測実験を行い，

海洋モデル結合の有無による気候計算への影響を

評価する．また，最新の気候予測データセット

CMIP6 (Coupled Model Intercomparison Project Phase 

6)実験 5)にもとづく温暖化条件下の将来気候計算

を実施することで，気候変動の TC への影響を評

価する． 

 

２．解析手法 

(1) モデルの概要 

 本研究では，大気気候モデルとして，気象庁気

象研究所の MRI-AGCM を用いた．気候モデルの

設定は解像度による計算コストを考慮し，MRI-

AGCM3.2H6)を用い，切断波数 319 (水平解像度 60 

kmに相当)，鉛直 60 層の解像度 7)で計算を実施し



た． 

スラブ海洋モデル内における海洋を表現する式

として海上風U10に依存して海面水温 SST が下が

る海水温低下式を以下に示す． 

𝜕SST

𝜕𝑡
=

1

𝜌0𝐶𝑝𝑑
𝐹𝑛𝑒𝑡 − 𝑋𝑐𝑜𝑜𝑙𝑅𝑐𝑜𝑜𝑙 (

SST − 𝑇𝑑𝑒𝑒𝑝

𝛥𝑇0
)(

𝑑0
𝑑
) 

+
1

𝜏
( SST𝑐𝑙𝑖𝑚 − SST ) (1) 

右辺第1項は海面熱フラックスによる温度変化，

𝜌0は海水密度，𝐶𝑝は海水の熱容量，𝑑は混合層厚さ

の気候値，そして𝐹𝑛𝑒𝑡は海洋方向を正に取った正

味の熱フラックスである．第2項以降はZarzycki8)

により加えられた項で，右辺第2項はTC下での鉛

直混合，および移流プロセスによって引き起こさ

れたSST低下を経験的にパラメーター化して表し

たものである．第3項は混合等により低下したSST

が，境界値として与えた SST𝑐𝑙𝑖𝑚から長期的な乖離

を防ぐ項であり．緩和時間(𝜏)で表される． 

第2項について説明する．𝑋𝑐𝑜𝑜𝑙は風速U10に依存

して傾斜が与えられる冷却係数，𝑅𝑐𝑜𝑜𝑙は正規化さ

れた冷却速度，𝑇𝑑𝑒𝑒𝑝は深層の一般的な水温，𝛥𝑇0は

スケーリングされた表層と深層の海水温度の差で

ある．𝑑0はスケーリング混合層水深，𝑑は混合層厚

さの気候値であり，1年の時間スケールで深さが変

動する季節混合層を用いている． 

浦野らの既往研究4)では緩和時間𝜏は全球一様

に8日間で与えた．しかし，大気海洋相互作用によ

って引き起こされるSSTの変動は全球で一様に評

価できるものではない．そのため本研究では全球

では一様でない緩和時間を導入する．まず，緩和

時間を8日としたスラブ海洋モデルを結合した

MRI-AGCMを用いて2000年から2009年の10年間

で気候計算を実施した．入力する境界値には

OISST9) (Optimum Interpolation Sea Surface 

Temperature)月平均値を用いた．計算された10年間

のSST平均値と入力値との乖離が大きい地点ほど

緩和時間を短く設定することで気候計算の境界値

からの乖離を抑制した．以下は緩和時間を計算さ

れたSST平均値と入力値の差(𝐷SST )の関数として

定義したものである． 

𝜏 = 4.5 − 4.9 tan−1 [
abs(𝐷SST) − 0.4

0.2
] × (

2

𝜋
) (2) 

以下では，スラブ海洋モデルを結合した気候計算

結果をAGCM-Oslab，AGCM単体での気候計算結

果をAGCMと表記する． 

TCの抽出には，海上風速および海面更正気圧に

もとづくWebb et al. 10)による手法を用いた． 

 

(2) ssp585シナリオ気候実験における海面境界値  

大気モデルを用いた気候変動予測実験を行う上

で海面境界値が必要となる．気候変動条件下の将

来海面水温データの解析にはCMIP6データを用い

た．本研究では将来気候想定としてssp585シナリ

オを使用した． 

AGCMの海面境界データとしてCMIP6のマルチ

モデルアンサンブル平均値(Multi Model Ensemble 

Mean: MMEM)を用いた．MMEMを作成するにあ

たり，本研究ではESGF (The Earth System Grid 

Federation) 11) において公開されているCMIP6モデ

ルを使用した．解像度の観点から，経度方向に200

以上のグリッドを持つモデルのみを対象とし，

SSTでは34モデル，海氷密接度(SIC)では31モデル

を取り扱った． 使用したモデルは後述の図-2に示

しているものがSSTで34モデルであり，そのうち

AWI-CM-1-1-MR，CNRM-ESM2-1，KACE-1-0-Gの

3モデルを除いたものがSICの31モデルである．現

在気候(1990-2014)の25年間とssp585シナリオ下の

将来気候(2076-2100)の25年間で各月それぞれの期

間平均値を算出した．その後，将来変化量をモデ

ルごとに算出し，各モデルの将来変化量を，MRI-

AGCMの解像度である格子間隔約60 km(0.5625度)  

へと二次元内挿を行った上でモデル間平均を取る

ことでMMEM値を得た． 

将来気候計算では，Mizuta et al.12)の手法を参考

に，OISST観測値に将来変化量MMEMを差分とし

て空間的に与えることで境界値作成を行った．な

お，現在気候の気候実験にはOISST観測値を設定

している． 

 

(3) タイムスライス実験の概要 

本研究では前章までに作成した境界値を将来気

候の計算に，OISST観測値を現在気候の計算に使

用している．本研究では現在気候を1990年-2018年，

将来気候を2075年-2103年と設定し，AGCM単体と

AGCM-Oslabの両ケースで気候実験を行った (タ

イムスライス実験)．いずれも最初の一年間をスピ

ンアップのため使用し，解析には2年目以降のデー

タを用いている．  

 

(4)  単月条件固定気候実験の概要 

タイムスライス実験は数十年間のTCの統計量

を取り扱うため，気候変動の影響の統計的な評価 



 

図-1  ssp585 シナリオにおける CMIP6 の複数モデル

アンサンブル平均 SST 昇温の空間分布 

 

が可能となる一方で，海面境界条件の自然変動と

大気の内部変動の大きさが問題となる．理想的に

は，確率評価の安定性のために初期及び境界条件

に摂動を加えた多数アンサンブルの実施が望まし

いが膨大な計算コストを要する．そこで本実験で

は顕著な災害をもたらしたTCが発生した月など，

ある特定年月を対象に連続気候計算を実施する 

単月条件固定気候実験を独自に提案する．ここで

は，甚大な被害をもたらした2018年台風21号(以下

Jebiと表記）が発生した9月の気候条件に着目する．

実際の大気条件を初期条件に与え，海面境界条件

を2018年9月と，(1)で作成した9月の温暖化差分を

加えた仮想的な2103年9月で，150か月の連続計算

をAGCM-Oslabで実施した．内訳として1月目が

ERA5再解析値を用いた初期値条件，それ以降は海

面水温の境界値条件のみを固定し，連続計算を実

施した．本研究ではこれら2つの実験を組み合わせ

て行うことで，TCを対象とした気候変動の統計的

な評価を行う． 

 

３．結果 

(1) 気候条件の設定 

 CMIP6 の ssp585 シナリオの SST の特性につい

て解析を行う．SST の将来変化量の全球昇温平均

値は 2.85℃であり，図-1 にその空間分布を示す．

いずれのモデルにおいてもエルニーニョ海域での

昇温の傾向が認められ，またグリーンランド南方

の昇温が小さいことが特徴として挙げられる．こ

れは使用した 34 モデルのうち 8 モデルでグリー

ンランド南方における負の昇温が予測されている

ことに起因しており，他にも南極海域における負

の昇温を予測するものが 2 モデルあるなど，モデ

ルごとにSST将来変化パターンにばらつきがある．  

  CMIP6 モデルの現在気候 MMEM について解析

を行うことでデータとしての信頼性を評価した． 

 

図-2  CMIP6 現在気候 34 モデルの SST と観測値

（OISST）との通年平均 RMSE の関係（黒破線；MMEM） 

 

OISST 観測値に対して現在気候 MMEM の RMSE

は平均で 0.84℃であり，図-2に各モデルの通年で

の SST 平均値の RMSE と併せて示す．MMEM は

最も観測値に近い結果を示しており，また月ごと

の平均でも同様の結果となる．紙面には示さない

が，同様の RMSE による評価を緯度帯に分けて行

った結果，緯度帯・季節性によって各モデル種々

の値を示した．このことは各モデルの予測精度に

は時空間的な因子が複雑に絡んでいることを意味

しており，クラスター分析などのより詳細な解析，

及び解析に準じた複数の MMEM データセット作

成が気候計算結果に及ぼす影響について評価を行

う必要があり，今後の課題とする． 

 

(2) タイムスライス実験 

 図-3 は AGCM-Oslab での風速𝑈10の将来変化量

の空間分布を示したものであり，北極域での増加，

北太平洋での減少，60˚S 帯での増加といった空間

分布が見られる．これらの特徴は同じく MRI-

AGCM3.2 で将来変化予測した Shimura et al. 13) 

(2015, Journal of Climate, 図 5(a))とも類似しており，

既往研究と整合的な気候計算となっている．  

本研究において Oslab は海上風速に依存して 

 

 

図-3 AGCM-Oslab のU10の将来変化量の空間分布[m/s] 



SST 低下を表現することによって極端に強い TC

が過剰に発生することを防ぐ狙いがある．表-1 に

本実験での年平均 TC 発生数について示す．また

参考のため観測値(IBTrACS)の 1991 年-2018 年の

間に観測された TC についても併せて示す．これ

より 1991-2018 年での最大風速 17 m/s 以上の TC

の年平均数は AGCM：106 個，AGCM-Oslab：104

個，49 m/s 以上の強い TC の年平均数は AGCM：

4.96 個，AGCMOslab：3.29 個である．Oslab の結

合により TC の年平均数が抑えられており，この

傾向は ssp585シナリオ下での将来気候でも同様で

ある．また，将来変化量では，例えば AGCM-Oslab

で風速 17 m/s 以上は-10.3%，風速 49 m/s 以上は 

+6.5%と，TC 全体の年平均数は減るものの高強度

の TC の発生数が増加する結果が得られ，この結

果は既存の研究結果 2)とも一致するものである．

図-4 は TC の通過平均個数の将来変化量を示した

ものであり，日本付近では年平均で約 2 個の減少

が見られる．しかしインド西部など，増加の傾向

がある地域もあり，局所的な増減が認められる．  

図-5 はタイムスライス実験において発生した

TC の最低中心気圧に関して，非超過の累積確率分

布関数を示したものである．また表 -1 同様，

IBTrACS による観測データを併せて図示する．

AGCM（破線）に対して， AGCM-Oslab（実線）

が現在気候および将来気候のいずれにおいても下

方に位置している．この結果は，Oslab の結合に

より，強い TC の発生割合が抑制されていること

を意味している．しかし，黒破線の IBTrACS の結

果と比較すると，現在気候の曲線は常に下方に位

置しており，更に AGCM の結果は低い気圧になる

につれて漸近している．本研究に使用した 3.2H 

(60 km)モデルは TC の強度特性を十分に表現でき

るほど高い解像度ではない．そのため TC の発生

割合が AGCM の気候計算において過少に評価さ

れていると考えられる．しかしながら，その中で 

AGCM の曲線が観測値に高強度で漸近する原因 

 

(a) AGCM-Oslab 

 

(b)AGCM 

図-4 TC の通過年平均個数の将来変化量 （個/年，対

象格子; 通過半径 300 km） 

 

 

図-5 TCの最低中心気圧に関する非超過確率分布の比

較．(青線：AGCM-Oslab, 赤線：AGCM, 実線：将来気

候，点線：現在気候，黒線：観測値) 

 

を大気海洋相互作用のみに求めることは極めて強

引である．超高解像度モデル 3.2S (20 km) での気

候計算の実施など，解像度を比較対象に加えた検

討が必要であり，今後の課題とする．   

 

(3) 単月条件固定気候実験 

 

表-1  サファシンプソンハリケーンウインドスケール 14)に基づく TCの年間平均発生数[個/年]と将来変化量[%] 

  AGCM AGCM-Oslab IBTrACS 

S-S カテゴリー TS 以上 Cat.3-5 TS 以上 Cat.3-5 TS 以上 Cat.3-5 

present(1991-2018) 106.11  4.96  104.36  3.29  92.82  14.43  

ssp585(2076-2103) 98.43  5.54  93.61  3.50  - - 

future change -7.24% +11.51% -10.30% +6.52% - - 

  



 以下の解析においては日本付近 (JPN: 125˚E-

150˚E,25˚N50˚N) を通過した TC を対象に行う．ま

た，タイムスライス実験(AGCM-Oslab)による気候

計算結果から，9 月に最発達し，かつ日本付近を

通過した TC を抽出することで，2018 年 9 月が例

年の 9 月に比べ TC の発達に関して有利な環境で

あったかどうか検証する．図-6は以上のような TC 

に関して発生確率を示したものである．グラフの

概形より，(a)では十分に TC のサンプル数が確保

できているが，(b)では 28 年間の期間に加え，前

述のような抽出条件をかけていることからサンプ

ル数が十分とは言えない．しかしながら現在気候

（青）を比較すると明らかにピーク値は(a)のほう

が高強度にあり，2018 年 9 月という環境が例年に

比べ TC の発達に有利な環境であったことが示唆

される．また(a)では将来変化としてピーク値が高

強度に移動することから，高強度な TC の割合が

増加していることがわかる． 更にここで実際の大

気条件を初期条件としたことで，単月条件固定気

候実験内における最初の 1 か月を Jebi の再現実

験期間とみなして解析を行う．この期間において

は Jebi と類似する，最大風速 47 m/s の TC が確認

された．また実際の Jebi の観測値では最大風速が

54 m/s であり，この 2 つの最大風速値を基準に，

Jebiと同等以上の強い TCの発生確率を評価する．

最大風速 47 (54)  m/s を超過する確率は単月条件

固定気候実験では 42.2 (15.5) %であり，タイムス

ライス実験（1991-2018 年）の平均的 9月では超過

確率は 19.3 (10.3) %であった．また，単月条件固

定気候実験における温暖化条件下では，この超過

確率が 58.3(36.4) %まで上昇する．更に，同様の解

析を対象範囲を日本付近から北西太平洋 (WNP: 

100˚E-180˚E, 0˚N-60˚N)に広げて行った結果，Jebi

の最大風速 47 (54) m/s を超過する確率は単月条

件固定気候実験では 31.5 (11.0) % であり，タイム

スライス実験(1991-2018 年）の平均的 9 月の超過

確率は 12.6 (4.8) %である．この結果を加味すると，

北西太平洋で発生した TC の中でも，Jebi と同等

以上の強い TC が特に日本付近を通過する割合が

高いことがわかる． 

最大風速 47 (54) m/s を超過する TC の個数につ

いて 150 カ月で除すことで得られる月平均数は

2018 年 9 月実験で 0.63 (0.23) 個/月，2103 年 9 月

実験で 0.54 (0.34) 個/月である．これは逆数を取る

と 2018 年 9 月実験では 1.58 (4.32) か月に 1 個，

2103 年 9 月実験では 1.83 (2.95)か月に 1個，それ 

 

(a) 単月条件固定気候実験 

 

(b) タイムスライス実験 

図-6 日本付近を通過した TCにおける最大風速に対す

る発生割合．(a) 単月条件固定気候実験における確率密

度関数，(b)タイムスライス実験内にて 9 月に最発達し，

かつ日本付近を通過した TC を対象とした確率密度関

数（青; 現在気候，赤; 将来気候） 

 

 

図-7 日本付近を通過する TCの最大風速が超過するま

での再現期間[月/個]（実線; 単月条件固定気候実験，破

線; タイムスライス実験，青; 現在気候，赤; 将来気候） 

 

ぞれの最大風速以上の TC が通過する可能性があ

るということである．図-7 は再現期間の曲線を示

したものであり，最大風速 50 m/s 近傍を境に，現

在気候と将来気候が入れ替わっている．前述のよ

うに，TC 発生数に対する割合では，いずれの最大

風速でも将来気候で強い TC が増加することが分

かるが，期間に対する発生確率をみると，50 m/s 

以下では頻度が減少し，50 m/s 以上では増加して



いる．これは，低-中強度の TC の発生数の減少に

起因する結果であり，日本付近を通過する 50 m/s

以上の TC については，発生割合と発生頻度の双

方が増加する可能性を示唆している．このように，

TC 変化の評価には，発生数の変化の寄与と強度変

化の寄与のバランス的な評価が重要である． 

 

４．結論 

大気 GCM にスラブ海洋モデル AGCM-Oslab を

結合し全球での気候計算を行った．気候計算はタ

イムスライス実験と単月条件固定気候実験の 2 通

りで行い，単月条件固定気候実験では Jebi が甚大

な被害をもたらした 2018年 9月に着目した．GCM

気候予測の気候条件は，CMIP6 実験に基づく SST

のマルチモデル平均から設定した．計算結果をも

とに，大気 GCM 単独計算と比較することで，ス

ラブ海洋モデルの結合による TC 全体への影響を

評価した． 

タイムスライス実験ではスラブ海洋モデルの結

合による TC 数の抑制，及び高強度の TC の発生

割合の抑制がみられた．更に既存の研究とも一致

する「TC 全体の総数は減るものの高強度の TC の

数は増加する」という結論が得られた．単月条件

固定気候実験では，再現実験において発生した仮

想的な Jebi を基準に解析を行い，その最大風速 47 

m/s を超える超過確率はタイムスライス実験での

9 月条件に比べ日本付近では 22.9%高く，2018 年

が例年に比べ高強度の TC の発生確率が高い環境

であったことが示唆された．将来気候条件で，Jebi

以上の高強度な TC の全発生数に対する割合は上

昇した(42.2 から 58.3%)．ただし，発生数が減少す

るため頻度は減少する(0.63 から 0.54 個/月).   

今回使用した大気モデルの解像度は，計算コス

トを考慮したものだが，TC の強度特性を十全に表

現するには粗く，より高解像度モデルでの気候計

算が望まれる．更にはアンサンブル数の増加，並

びに計算データセットの多様性が気候変動の影響

を評価するうえで不可欠であり，今後の課題とす

る． 
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